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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　グルタチオン合成阻害剤、グルタチオン誘導体、およびこれらの物質を細胞内で生じせ
しめる物質からなる群から選択される、細胞内のグルタチオンの合成またはグルタチオン
量に影響を与える物質を含有することを特徴とする、植物における花芽の決定、分化およ
び/または形成の調節剤。
【請求項２】
　グルタチオンの合成またはグルタチオン量に影響を与える物質が、過酸化水素、スーパ
ーオキシドアニオンラジカル、ブチオニンスルフォキシミン、メチオニンスルフォキシミ
ン、グルタチオン、ホモグルタチオン、カルボキシプロピルグルタチオンおよびジカルボ
キシエチルグルタチオンからなる群から選択される、請求項１に記載の調節剤。
【請求項３】
　グルタチオンの合成またはグルタチオン量に影響を与える物質が、過酸化水素、ブチオ
ニンスルフォキシミン、還元型グルタチオン及び酸化型グルタチオンからなる群から選択
される、請求項１または２に記載の調節剤。
【請求項４】
　請求項１～３のいずれか１項に記載の調節剤を、該調節剤に感受性の植物個体に適用す
ることを特徴とする、植物における花芽の決定、分化および/または形成を制御する方法
。
【請求項５】



(2) JP 4074092 B2 2008.4.9

10

20

30

40

50

　適用部位が、種子、生長点、茎，葉、植物全体である、請求項４記載の方法。
【発明の詳細な説明】
技術分野
本発明は、細胞または器官の分化を調節・制御する方法に関し、より詳細には、細胞の酸
化還元状態を制御しうる成分を用いて細胞または器官の分化を調節する方法およびそのよ
うな成分を含有する細胞または器官の分化の調節剤に関する。
背景技術
あらゆる生物個体は、細胞や器官の分化、形態形成により構築される。例えば、多細胞生
物においては、細胞が集まって組織や器官を形作り、さらには組織や器官が複雑に組み合
わさって個体を構築している。それぞれの組織や器官が固有の機能を発揮するためには、
細胞が個々の組織や器官に特異的な様式で分化し、組織化されなければならない。
このような細胞および器官の分化、さらには形態形成において、細胞は、受けとるホルモ
ン等の調節物質の影響下で自身の遺伝的プログラムを動かしていると考えられている。イ
モリなどの両生類では、発生などの形態形成段階での調節物質の濃度勾配が、器官の分化
を決定していることが知られている。またショウジョウバエでは、その調節機構に変異の
ある変異体の単離を通じて関係遺伝子が突き止められてきた。植物の場合には、植物ホル
モンと呼ばれる調節物質により形態形成が調節または制御されていることが知られている
。このように、生物個体の形態形成には固有の調節物質が介在している。
しかるに、近年、形態形成に係る遺伝的プログラムで働く遺伝子における広範な生物間で
の類似性が注目されている。
また、生物はすべて、その発生・形態形成である種のストレス（例、光、温度、化学物質
等）により多大な影響を受けることが知られている。
これら、形態形成に係る遺伝的プログラムに予測される高い類似性およびストレスを構成
する要素（光、温度、化学物質等）の生物間での共通性は、該遺伝的プログラムに至る情
報伝達機構に介在する物質の生物間での共通性を示唆している。しかし、そのような物質
が単離・同定されたとの報告例はない。
生物界全般または広範な生物間で細胞および器官の分化を制御し得る物質を得ることがで
きれば、それは、研究および産業の発達に大いに寄与しうると考えられる。
発明の開示
本発明は、細胞および器官の分化を調節するための手段を提供することを目的とする。
本発明はまた、そのような調節剤を用いて、例えば植物の開花時期やカルスからの個体再
生等を制御する方法を確立することを目的とする。
本発明者らは、発生・形態形成に影響を与えるストレス関係因子のうち、生物間で共通す
る因子である、細胞の酸化還元状態を調節する物質が細胞および器官の分化、さらには形
態形成に影響を及ぼしうることを見出し、本発明を完成するに至った、
即ち、本発明は細胞の酸化還元状態調節物質を含有する細胞または器官の分化の調節剤を
提供するものである。
発明を実施するための最良の形態
本明細書中、「細胞または器官等の分化」なる語句は、広く生物学の分野で一般に知られ
ている意味で用いられており、通常、細胞や器官が構造的、機能的に特殊化することを指
す。「細胞または器官等の分化」の具体例として、植物の場合は、花芽形成、発芽時の個
体形成、離層形成を含む落葉、冬芽の形成、休眠打破、花粉発芽、受精の過程を含む胚発
生、カルスからの再分化、管状要素形成、根毛形成、トライコーム形成等が挙げられる。
また、動物の場合、神経細胞分化もしくはその樹状突起形成、上皮細胞もしくは組織の形
成、生殖体形成、受精の過程を含む卵発生、血球分化、毛母細胞形成等が挙げられる。菌
類界の場合は胞子体形成または穿孔菌糸形成；原生生物界の場合は個体発生、鞭毛形成ま
たは細胞の小器官の分化；細菌界の場合はコロニー形成、鞭毛形成または胞子形成が挙げ
られるが、これらに限定されない。
さらに、色素体やミトコンドリアなどの細胞小器官の分化および発生も包含される。
本発明との関係で「形態形成」とは、生物を構成する単位（分子、細胞など）から個体が
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形成される過程を指し、分子レベルおよび細胞レベルでの形づくりを意味する。
従って、「細胞や器官の分化の調節」または「形態形成の調節」等の対象となる生物個体
には、形態形成（生体構造の構成単位からの形作り）を伴う多細胞および単細胞のあらゆ
る生物が包含される。すなわち、本発明の主たる対象は顕花植物や地衣・苔類等を含む植
物界、および棘皮動物や節足動物から哺乳動物までをも含む動物界であるが、形に関して
は、単細胞生物も包含する。
本明細書で用いる用語「細胞の酸化還元状態」は、以下の指標に基いて判断される状態で
ある。活性酸素の生じやすさ、グルタチオンの絶対量、グルタチオン（還元型）とその酸
化型との比（ＧＳＨ／ＧＳＳＧ）、ニコチンアミドアデニンジヌクレオチドリン酸の還元
型（ＮＡＤ（Ｐ）Ｈ）の絶対量、ＮＡＤＰＨ／ＮＡＤＰ＋の比、、チトクロムｃの酸化型
／還元型の比、プラストキノン、ユビキノン等の電子伝達鎖の構成要素の酸化／還元比で
示される値。
ただし、生体内で酸化還元に関与する物質は当該技術分野で既知であり、上記に限定され
ない。
用語「細胞の酸化還元状態調節物質」は、上記の値を変化させる物質を意味し、グルタチ
オンの合成もしくはグルタチオン量に影響を与える物質、活性酸素の生成を促進または阻
害する物質、ある化合物を酸化型と還元型のいずれか一方への変化を促進または阻害する
物質が例示される。
本発明に用いる「細胞の酸化還元状態調節物質」は、上記の作用を表す任意の物質であっ
てよいが、具体例には、過酸化水素やスーパーオキシドアニオンラジカルなどの活性酸素
類、スーパーオキシドジスムターゼやカタラーゼやアスコルビン酸ペルオキシダーゼやデ
ヒドロアスコルビン酸レダクターゼやモノアスコルビン酸レダクターゼやグルタチオンレ
ダクターゼやグルタチオンペルオキシダーゼ等の抗酸化酵素、ブチオニンスルフォキシミ
ンやメチオニンスルフォキシミンなどのグルタチオン合成阻害剤、還元型グルタチオンや
酸化型グルタチオン、さらにはホモグルタチオンやカルボキシプロピルグルタチオン、ジ
カルボキシエチルグルタチオンなどのようなグルタチオン誘導体、パラコートやＫＣＮや
ＮａＮ３などの呼吸阻害剤、プトレシンやスペルミン、スペルミジンなどのポリアミン類
、さらにはこれらの物質を細胞内で生じせしめる出発物質または誘導物質が含まれるが、
これらに限定されない。
本発明の細胞または器官の分化の調節剤（以下、分化調節剤と呼称）は、少なくとも１種
の酸化還元状態調節物質からなるか、それを適当な担体、賦形剤と共に含有するものであ
る。そのような製剤は、それぞれの分野で、製剤学上許容される公知の担体成分、製剤用
補助剤等を適宜配合し既知の方法で製造することができる。剤形は、適用対象、適用方法
に応じて、液剤、乳剤、固形剤など任意に選択できる。
有効成分である酸化還元状態調節物質を２種以上併用することにより形態形成の速度、状
態を任意に制御することが容易になる場合もある。そのような組み合わせは、例えば、互
いに反する活性を有する物質同士のように、ある同一の代謝系において作用することに基
いて選択することができる。例えば、、後述の実施例では、グルタチオンとグルタチオン
阻害剤であるＢＳＯとの組み合わせにより、植物の開花時期を制御している。しかし、他
の代謝系に作用する組合せであってもよい。
本発明の分化調節剤が２種以上の酸化還元状態調節物質を含有する場合、これらの有効成
分は１つの製剤中に存在していても良いが、別々に製剤化し、同時または時期をずれせて
適用することもできる。
本発明はまた、上記の分化調節剤を、該調節剤に感受性の変化した生物個体に適用するこ
とを特徴とする形態形成を調節する方法、およびそのようにして得られた生物個体を提供
するものである。ここで、「感受性の変化した生物個体」とは、例えば、野生型植物体Ｌ
ｅｒに比較してＢＳＯに対する感受性が変化している変異体ｆｃａに例示されるように、
特定の感受性が変化している個体を意味する。そのような個体は、自然に、または人工的
に発現しうる。
本発明の分化調節剤は、有効成分である細胞の酸化還元状態調節物質に対して感受性のあ
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る、あらゆる種類の生物に適用することができ、植物の場合、被子植物の双子葉植物およ
び単子葉植物の両者に対して有効である。
本発明の細胞の酸化還元状態調節物質を有効成分とする分化調節剤の使用対象が植物であ
るとき、開花やカルスからの個体再生や管状要素分化、発芽等の調節を人為的に行う場合
においても、細胞の酸化還元状態、特に、活性酸素の生成レベルやグルタチオンの合成と
酸化／還元比等を調節することで所望の調節が可能と考えられる。加えて、根毛やトライ
コームなどの植物の形態も、上記のような細胞の酸化還元状態を調節できる物質によって
調節できると考えられる。
従って本発明の方法によれば、広く植物の形態形成を制御することが可能になる。形態形
成の調節の至適条件は一定ではなく、植物の種類および形態の種類等、および目的によっ
て左右される。
本発明の分化調節剤を適用することができる植物を以下に例示する。双子葉植物としては
、例えばアサガオ属植物（アサガオ），ヒルガオ属植物（ヒルガオ，コヒルガオ，ハマヒ
ルガオ），サツマイモ属植物（グンバイヒルガオ，サツマイモ），ネナシカズラ属植物（
ネナシカズラ，マメダオシ）が含まれるひるがお科植物、ナデシコ属植物（カーネーショ
ン等），ハコベ属植物，タカネツメクサ属植物，ミミナグサ属植物，ツメクサ属植物，ノ
ミノツヅリ属植物，オオヤマフスマ属植物，ワチガイソウ属植物，ハマハコベ属植物，オ
オツメクサ属植物，シオツメクサ属植物，マンテマ属植物，センノウ属植物，フシグロ属
植物，ナンバンハコベ属植物が含まれるなでしこ科植物、もくまもう科植物、どくだみ科
植物、こしょう科植物、せんりょう科植物、やなぎ科植物、やまもも科植物、くるみ科植
物、かばのき科植物、ぶな科植物、にれ科植物、くわ科植物、いらくさ科植物、かわごけ
そう科植物、やまもがし科植物、ぼろぼろのき科植物、びゃくだん科植物、やどりぎ科植
物、うまのすずくさ科植物、やっこそう科植物、つちとりもち科植物、たで科植物、あか
ざ科植物、ひゆ科植物、おしろいばな科植物、やまとぐさ科植物、やまごぼう科植物、つ
るな科植物、すべりひゆ科植物、もくれん科植物、やまぐるま科植物、かつら科植物、す
いれん科植物、まつも科植物、きんぽうげ科植物、あけび科植物、めぎ科植物、つづらふ
じ科植物、ろうばい科植物、くすのき科植物、けし科植物、ふうちょうそう科植物、あぶ
らな科植物、もうせんごけ科植物、うつぼかずら科植物、べんけいそう科植物、ゆきのし
た科植物、とべら科植物、まんさく科植物、すずかけのき科植物、ばら科植物、まめ科植
物、かたばみ科植物、ふうろそう科植物、あま科植物、はまびし科植物、みかん科植物、
にがき科植物、せんだん科植物、ひめはぎ科植物、とうだいぐさ科植物、あわごけ科植物
、つげ科植物、がんこうらん科植物、どくうつぎ科植物、うるし科植物、もちのき科植物
、にしきぎ科植物、みつばうつぎ科植物、くろたきかずら科植物、かえで科植物、とちの
き科植物、むくろじ科植物、あわぶき科植物、つりふねそう科植物、くろうめもどき科植
物、ぶどう科植物、ほるとのき科植物、しなのき科植物、あおい科植物、あおぎり科植物
、さるなし科植物、つばき科植物、おとぎりそう科植物、みぞはこべ科植物、ぎょりゅう
科植物、すみれ科植物、いいぎり科植物、きぶし科植物、とけいそう科植物、しゅうかい
どう科植物、さぼてん科植物、じんちょうげ科植物、ぐみ科植物、みそはぎ科植物、ざく
ろ科植物、ひるぎ科植物、うりのき科植物、のぼたん科植物、ひし科植物、あかばな科植
物、ありのとうぐさ科植物、すぎなも科植物、うこぎ科植物、せり科植物、みずき科植物
、いわうめ科植物、りょうぶ科植物、いちやくそう科植物、つつじ科植物、やぶこうじ科
植物、さくらそう科植物、いそまつ科植物、かきのき科植物、はいのき科植物、えごのき
科植物、もくせい科植物、ふじうつぎ科植物、りんどう科植物、きょうちくとう科植物、
ががいも科植物、はなしのぶ科植物、むらさき科植物、くまつづら科植物、しそ科植物、
なす科植物、ごまのはぐさ科植物、のうぜんかずら科植物、ごま科植物、はまうつぼ科植
物、いわたばこ科植物、たぬきも科植物、きつねのまご科植物、はまじんちょう科植物、
はえどくそう科植物、おおばこ科植物、あかね科植物、すいかずら科植物、れんぷくそう
科植物、おみなえし科植物、まつむしそう科植物、うり科植物、ききょう科植物、きく科
植物等を例示することができる。
単子葉植物としては、例えばウキクサ属植物（ウキクサ）及びアオウキクサ属植物（アオ
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ウキクサ，ヒンジモ）が含まれる，うきくさ科植物、カトレア属植物，シンビジウム属植
物，デンドロビューム属植物，ファレノプシス属植物，バンダ属植物，パフィオペディラ
ム属植物，オンシジウム属植物等が含まれる，らん科植物、がま科植物、みくり科植物、
ひるむしろ科植物、いばらも科植物、ほろむいそう科植物、おもだか科植物、とちかがみ
科植物、ほんごうそう科植物、いね科植物、かやつりぐさ科植物、やし科植物、さといも
科植物、ほしぐさ科植物、つゆくさ科植物、みずあおい科植物、いぐさ科植物、びゃくぶ
科植物、ゆり科植物、ひがんばな科植物、やまのいも科植物、あやめ科植物、ばしょう科
植物、しょうが科植物、かんな科植物、ひなのしゃくじょう科植物等を例示することがで
きる。
既述のごとく、本発明において、ある生物の「酸化還元状態」は生物界に広く共通する因
子によって左右される。例えば、酸化還元状態を決定する重要な因子であるグルタチオン
は生物に普遍的に存在しており、その合成系やそれらによって制御されるタンパク質因子
も高い相同性を示す。さらに、活性酸素に関連する酵素も生物種を超えて高い相同性を有
している。従って、本発明の酸化還元状態調節物質は動物等の、植物以外の生物における
形態形成の調節剤としても有効である。
そのような調節剤は、例えば、単為発生、神経や表皮などの細胞や組織の分化の誘導、神
経樹状突起などの分化組織の修復、免疫担当細胞等の分化、接合子または胞子形成、鞭毛
形成などを制御するのに有用であるが、これらに限定されない。
上記の場合に例示される生物は、動物界では、脊椎動物門、棘皮動物門、原索動物門、腔
腸動物門、軟体動物門、節足動物門、環形動物門、海綿動物、扁形動物門など、さらには
、胞子体形成を行う担子菌や子嚢菌等の真菌類の他、胞子形成を行うような原核生物であ
る放線菌などの微生物、出芽や接合体などを対象とした場合は酵母等も含まれるが、これ
に限定されない。
これらの応用例としては、火傷等による皮膚修復や神経損傷の修復における調節剤などの
医薬品、茸の培養制御、魚類等の単為発生による品質の均一化、花などの鮮度低下防止、
病原菌の付着器の形成を抑制することによる感染防止などが挙げられるが、本発明はこれ
らに限定されるわけではない。
本発明の分化調節剤は、その剤形に応じた方法で種々の生物個体もしくは器官、もしくは
組織、もしくは細胞に用いられる。例えば、液剤や乳剤の場合、細胞または器官の分化を
図る生物、たとえば植物の場合、その植物の生長点のみならず、茎，葉をはじめとする植
物体の一部又は全体に散布，滴下，塗布することができる。また、固形剤や粉剤の場合に
は、たとえば地中から根に吸収させる。また、細胞または器官の分化を図る植物がウキク
サ等の水草の場合には、底床添加剤として根から吸収させたり、固形剤を水中で除々に溶
解させること等も可能である。本発明は任意の方法で適用することができ、上記の態様に
限定されない。
分化調節剤が底床添加剤又は固形剤である場合、担体成分としては、概ねタルク，クレー
，バーミキュライト，珪藻土，カオリン，炭酸カルシウム，水酸化カルシウム，白土，シ
リカゲル等の無機質や小麦粉，澱粉等の固体担体が例示される。また液剤である場合は、
概ね水、キシレン等の芳香族炭化水素類、エタノール，エチレングリコール等のアルコー
ル類、アセトン等のケトン類、ジオキサン，テトラヒドロフラン等のエーテル類、ジメチ
ルホルムアミド、ジメチルスルホキシド、アセトニトリル等の液体担体が例示される。
さらに、本発明の分化調節剤には、他の補助剤を適宜配合することができる。そのような
補助剤として、例えばアルキル硫酸エステル類，アルキルスルホン酸塩，アルキルアリー
ルスルホン酸塩，ジアルキルスルホコハク酸塩等の陰イオン界面活性剤、高級脂肪族アミ
ンの塩類等の陽イオン界面活性剤、ポリオキシエチレングリコールアルキルエーテル，ポ
リオキシエチレングリコールアシルエステル，ポリオキシエチレングリコール多価アルコ
ールアシルエステル，セルロース誘導体等の非イオン界面活性剤、ゼラチン，カゼイン，
アラビアゴム等の増粘剤、増量剤、結合剤等が挙げられる。
必要に応じて、植物生長調節剤、例えば安息香酸，ニコチン酸，ニコチン酸アミド，ピペ
コリン酸等を、本発明の所期の効果を損なわない限度において、製剤中に配合することも
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できる。
以下に、本発明を主として開花時期の制御・調節を例として説明するが、当業者ならば、
他の生物系においても、明細書の記載に従って同様に形態形成を制御しうることを理解す
るであろう。
分化調節剤による処理は、対象となる植物の種子またはカルスの通常の栽培方法の開始前
および／または栽培中に、適当な濃度の、細胞の酸化還元状態調節物質を適用することで
行うことができる。通常、対象植物の性質（長日性、短日性など）に応じた処理を行いな
がら適用することが効果的である。そのような処理は、当業者に既知である。例えば、後
述する実施例のトルコギキョウ等の相対長日植物の場合には、一定の光強度以上の光昭射
を行いながら本発明の分化調節剤を用いることが効果的であると考えられる。
従って、本発明は、当該技術分野で通常用いられている任意の植物の育成方法における分
化調節剤の使用をも包含する。
分化調節剤は、有効成分である酸化還元状態調節物質単独であってもよいが、既述のごと
く、それぞれの植物に適用可能な剤形、例えば液剤，固形剤，粉剤，乳剤，底床添加剤等
の剤形で用いることが好ましい。そのような製剤は、それぞれの分野で、製剤学上適用す
ることが可能な公知の担体成分、製剤用補助剤等を、開花調節が損なわれない限度におい
て、有効成分である細胞の酸化還元状態調節物質に適宜配合し既知の方法で製造すること
ができる。
以下、実施例により本発明を具体的に説明するが、本発明はこれらの実施例によりなんら
限定されるものではない。
実施例１　開花時期の調節（１）
イギリスのノッテンガム大学に公設されたＡｒａｂｉｄｏｐｓｉｓ　Ｓｔｏｃｋ　Ｃｅｎ
ｔｅｒから取り寄せたシロイヌナズナ晩生化変異体ｆｃａ（寄託番号Ｎ１６７）および野
生型植物体Ｌｅｒ（寄託番号ＮＷ２０）を１００μＥ／ｍ２の強さの光で１６時間明期／
８時間暗期の日長条件のもと２３℃で、を用いて生育させ実験に用いた。培地として、下
層にバーミキュライト（旭工業）２、中層にクレハ育苗培土（クレハ化学）２、上層にバ
ーミキュライト（旭工業）１の割合で重層して形成される土壌を用いた。
細胞の酸化還元状態調節物質として、グルタチオン合成の阻害剤であるＬ－Ｂｕｔｈｉｏ
ｎｉｎｅ　ｓｕｌｆｏｘｉｍｉｎｅ（ＢＳＯ）とグルタチオンとを用いた。
ＢＳＯ処理：
ＢＳＯを１０－１Ｍになるように水に溶かし、ストック液とした。つぎにその溶液から１
０－３から１０－７Ｍの溶液を調整し処理液とした（図１～３参照）。４０×５０ｍｍ程
度のポットに２～３個体程度となるようにし、処理液を１ポットあたり５ｍｌ／日となる
ように茎頂付近にドロップして与えた。処理は処理開始の当日、１、３、５、７日後に行
い１回の処理とした。
グルタチオン処理：
グルタチオン処理を行うときは、このＢＳＯ溶液にグルタチオンを濃度が１０－４Ｍとな
るように加えて処理した。
処理の効果をロゼット葉数および花茎の伸長速度に基いて評価し、それぞれ、図１～３に
示した。図中、２３ｃｏｎｔおよび４ｃｏｎｔは、それぞれ低温処理なしとありの場合の
結果である（対照実験）。低温処理は、４℃で、薬剤処理と並行して行った。また、図２
において、処理に用いたＢＳＯ濃度は、Ａ，０Ｍ；Ｂ，１０－７Ｍ；Ｃ，１０－６Ｍ；Ｄ
，１０－５Ｍ；Ｅ，１０－４Ｍ；Ｆ，１０－３Ｍである。数値は平均値±標準誤差で表さ
れている。
（１）吸水後１７日のｆｃａ植物体を、グルタチオン合成阻害剤ＢＳＯで処理した。１週
間後の結果を図１Ｃに示す。その結果、処理終了から約１週間で花芽が肉眼で認められ、
水処理のコントロールに比べてロゼット葉（根出葉）数が減少した。また花茎の伸びる速
度を処理後約ヶ月にわたって調べた（図２）。図２から、花茎の伸びる速度は、処理群で
コントロールに比べて速く、開花が早められたことが分かる。これらは、ロゼット枚数の
減少が、ＢＳＯ処理が花芽が決定した後の成長だけでなく、花芽の決定自体を早めたこと
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を示している。
（２）一方、吸水後１２日のｆｃａ植物体を得た。１週間後の結果を図１Ａに示す。図１
Ａは、（１）の場合とは逆に、処理によりｆｃａの開花時期が遅れたことを示している。
一方、同様の実験により、野生株Ｌｅｒの場合には、吸水後１２日からの処理開始によっ
て花成が有意に早くなった（図１Ｂ）。このＬｅｒを発芽直後からＢＳＯを含む寒天培地
で生育させると、ｆｃａを分化調節剤で早期（吸水１２日目から）に処理を行った場合と
同様に、抽苔が遅れた。
（３）ＢＳＯ処理と、グルタチオン（ＧＳＨ）処理とを併用した。ＢＳＯ溶液にグルタチ
オン（濃度：１０－４Ｍ）を添加して上記と同様の方法で使用した。
ＢＳＯにより花芽形成が遅延される時期に処理した植物は、ＧＳＨ濃度の上昇に従って、
いったん花成が早まり、１ｍＭでは花成が遅くなった（図３Ｂ）。一方、ＢＳＯによって
花芽形成が早められる時期に処理した植物では、ＧＳＨ濃度の上昇に従って花成が遅延さ
れた（図３Ａ）。
これらの結果は、グルタチオン若しくはグルタチオン合成阻害剤またはそれらの組み合わ
せにより、開花時期、さらには花茎の伸長速度を調整できることを示している。なお、品
種により処理時期を適宜調整する必要があることも明らかになった。
実施例２　開花時期の調節（２）
実施例１と同様の方法で、シロイヌナズナ晩生化変異体ｆｃａを１００μＥ／ｍ２の強さ
の光で１６時間明期／８時間暗期の日長条件のもと、２３℃で生育させ、実験に用いた。
細胞の酸化還元状態調節物質として、図４に記載した濃度の過酸化水素を用いた。過酸化
水素水溶液は処理直前に調整して用いた。４０×５０ｍｍ程度のポットに２～３個体程度
となるように配し、処理液を吸水の１７日目から１ポットあたり５ｍｌ／日となるように
茎頂付近にドロップして与えた。処理は処理当日、１、３、５、７日後に行い１回の処理
とした。個体のロゼット葉を指標にして花芽形成の時期を比較した。結果を図４に示す。
図中、２３ｃｏｎｔは、水処理である（対照実験）。数値は平均値±標準誤差で表されて
いる。
個体のロゼット葉を指標にした花芽形成の時期は、処理を行った個体は水処理の場合に比
べ、どの処理濃度でも早まった（図４）。また花茎の伸長速度も、至適濃度（１０－５Ｍ
）で早まった（図５）。図５において、横軸は薬剤処理完了後の日数を表している。
上記の結果は、活性酸素自体および活性酸素を生成せしめる物質が、花芽形成時期の調整
効果のみならず、花茎の伸長促進効果をも有することを示している。
実施例３　開花時期の調節３
実施例１と同様の方法で、シロイヌナズナ晩生化変異体ｆｃａを１００μＥ／ｍ２の強さ
の光で１６時間明期／８時間暗期の日長条件のもと２３℃で生育させ実験に用いた。
細胞の酸化還元状態調節物質として、ＫＣＮまたはＮａＮ３を用いた。ＫＣＮまたはアジ
化ナトリウムは処理直前に調整し、それぞれ、図６および図７に記載の濃度で用いた。４
０×５０ｍｍ程度のポットに２～３個体程度となるようにし、処理液を１ポットあたり５
ｍｌ／日となるように茎頂付近にドロップして与えた。ＫＣＮまたはＮａＮ３による処理
は種子吸水後１７日目から行った。処理当日、１、３、５、７日後に行い１回の処理とし
た。個体のロゼット葉を指標にして花芽形成の時期を比較した。ＫＣＮまたはＮａＮ３を
用いた実験結果をそれぞれ図６および図７に示す。図中、２３ｃｏｎｔは、水処理である
（対照実験）。数値は平均値±標準誤差で表されている。
ロゼット葉を指標にした花芽形成の時期は、処理群において、水処理の対照群よりも、そ
れぞれの至適濃度（ＫＣＮ：１０－３；ＮａＮ３：１０－４）で早期化している。
上記の結果は、活性酸素を生成せしめる物質は花芽形成時期の調整効果を有することを示
している。
実施例４　発芽時の形態形成調節１
プラスチックディッシュ（１００×１５ｍｍ）の中に柔らかい紙を敷き、コムギ（品種：
シラサギ）またはイネ（品種：日本晴れ）の種子１５個を入れ、さらに過酸化水素水溶液
を１５ｍｌとなるように加え、発芽させた（光条件、５μＥ／ｍ２、１６ｈ　ｌｉｇｈｔ



(8) JP 4074092 B2 2008.4.9

10

20

30

40

50

／８ｈ　ｄａｒｋサイクル；温度、小麦：１８℃、イネ：２７℃）。図８に記載した濃度
の過酸化水素水溶液を用時調整し、これらの種子の処理に用いた。吸水から１４４時間（
６日）後に各過酸化水素濃度で処理したコムギの子葉鞘の長さを測定した。結果を図８に
示す。図中、数値は平均値±標準誤差で表されている。
図８から、過酸化水素処理を施した植物では細胞が伸長していることが分かる。
上記の結果は、過酸化水素が発芽時の細胞の伸長に関する形態形成を調節する作用を有す
ることを示している。
実施例５　発芽時の形態形成調節２
プラスチックディッシュ（１００×１５ｍｍ）の中に柔らかい紙を敷き、ヒャクニチソウ
（ｃｖスカーレットフレーム）の種子１５個を入れ、さらに過酸化水素水溶液を１５ｍｌ
となるように加え、発芽させた（光条件、５０μＥ／ｍ２、１６ｈ　ｌｉｇｈｔ／８ｈ　
ｄａｒｋサイクル；温度、２７℃）。図９に記載した濃度の過酸化水素水溶液を用時調整
し、これらの種子の処理に用いた。吸水２日後の発芽個体の観察を行った（図９参照）。
図中、処理に用いた過酸化水素濃度の数値（単位：ｍＭ）は、各図の右下に記載されてい
る。６０ｍＭ過酸化水素処理の場合の発芽を示す図から、子葉の展開が早く起こり、根よ
りも先に果皮から子葉が出ている様子が認められる。このように、過酸化水素の処理濃度
が高くなると、処理種子は、根からではなく、子葉から発芽するようになり、処理群の子
葉の展開は無処理群に比較して早期化している。
上記の結果は、過酸化水素が子葉の展開時期を早める作用を有することを示している。
実施例６　カルスの不定芽形成の調節
カルスからの不定芽形成に対するグルタチオンの調節効果を調べた。
無菌的に生育させたタバコ葉を１％寒天およびムラシゲ／スクーグ培地（ＭＳ培地）の基
本培地にベンジルアデニン（ＢＡ）を０．１ｍｇ／Ｌ、ナフタレン酢酸（ＮＡＡ）を１ｍ
ｇ／Ｌで加えたカルス誘導培地上でカルス化させた後、そのカルスを１％寒天およびムラ
シゲ／スクーグ培地（ＭＳ培地）の基本培地にＢＡを１ｍｇ／Ｌ、ＮＡＡを０．１ｍｇ／
Ｌ濃度にした不定芽形成培地に移した。不定芽誘導培地には酸化還元状態調整物質として
、０．１ｍＭ　ＢＳＯ、１ｍＭ　ＧＳＨ、１ｍＭ　ＧＳＳＧ（酸化型グルタチオン）を加
えた。対照培地として、これらの物質を無添加にした対照を用意した。これらの不定芽誘
導培地および対照培地でカルスを誘導後３週間培養した後、不定芽の数を計算した。結果
を表１に示す。

上記の結果は、グルタチオン量および酸化還元比を人為的にかえることにより、不定芽形
成の調整が可能であることを示している。
実施例７　根毛形成の調節１
プラスチックディッシュ（１００×１５ｍｍ）の中に柔らかい紙を敷き、シロイヌナズナ
野生型植物体Ｌｅｒを入れ、さらに過酸化水素濃度１０－３Ｍの水溶液を１５ｍｌ入れて
吸水させた。２３℃で発芽させ、吸水から一週間後に根毛形成を顕微鏡観察した。水では
根毛形成が認められたのに対して、過酸化水素溶液では根毛形成が認められなかった。
実施例８　根毛形成の調節２
プラスチックディッシュ（１００×１５ｍｍ）の中に柔らかい紙を敷き、クロダイズ種子
（品種：丹波黒）を入れ、さらに過酸化水素濃度１０－３Ｍの水溶液を１５ｍｌ入れて吸
水させた。２３℃で発芽させ、吸水から一週間後に根毛形成を顕微鏡観察した。水では根
毛形成が認められたのに対して、過酸化水素溶液では根毛形成が認められなかった。
実施例９　管状要素形成の調節
Ｓｕｇｉｙａｍａらの方法（Ｓｕｇｉｙａｍａ　Ｍ．Ｆｕｋｕｄａ，Ｈ．ａｎｄ　Ｋｏｍ
ａｍｉｎｅ，Ａ．（１９８６）Ｐｌａｎｔ　Ｃｅｌｌ　Ｐｈｙｓｉｏｌ．２７：６０１－
６０６）に従い、ヒャクニチソウ（品種：カナリーバード）を播種し、播種後１４日目に
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、長さ３．５～４．５ｃｍになった第１葉より単離した葉肉細胞をナフタレン酢酸（０．
１ｍｇ／ｌ）、ベンジルアミノプリン（１ｍｇ／ｌ）を含むＤ培地に２．５～４．０×１
０６／ｍｌとなるように懸濁した。この培養液を２ｍｌずつ試験管に分注し、２５℃、暗
所で回転培養した。培養開始時にスーパーオキシドジスムターゼ（ＳＯＤ）またはカタラ
ーゼを、図１０に記載の濃度で添加した。培養７２時間後にサンプリングを行い、二次細
胞壁肥厚による縞模様が観察される細胞を管状要素へ分化した細胞とした。また、全細胞
数に占める管状要素細胞の割合を分化率とした。結果を図１０に示す。図１０において、
縦軸は管状要素分化率（ＴＥｄｉｆｆｅｒｅｎｔｉａｔｉｏｎ）（％）を表している。ま
た、培養開始時に加えたＳＯＤおよびカタラーゼの濃度はカラムの下に、活性（Ｕ／ｍｌ
、上段）およびタンパク質量（μｇｐｒｏｔｅｉｎ／ｍｌ、下段）で記載されている。数
値は平均値±標準誤差で表されている。図中、ＴＥは管状要素を意味する。図中、「Ｄ」
はＤ培地を意味する。
産業上の利用可能性
本発明により、生物の種類に関係なく、細胞および器官の分化を制御することが可能とな
った。
【図面の簡単な説明】
図１は、シロイヌナズナ晩生化変異体ｆｃａ（以下、ｆｃａと呼称）および野生型植物体
Ｌｅｒ（以下、Ｌｅｒと呼称）の開花時期に対するグルタチオン阻害剤Ｌ－ブチオニンス
ルホキシイミン（Ｌ－Ｂｕｔｈｉｏｎｉｎｅ　ｓｕｌｆｏｘｉｍｉｎｅ：ＢＳＯ）の調節
効果を示すグラフである。調節効果をロゼット葉数に基いて評価した。
種子吸水後１２日目からＢＳＯ処理を行った（図１Ａ、ｆｃａ；図１Ｂ、Ｌｅｒ）。ｆｃ
ａについては１７日目からもＢＳＯ処理を行った（図１Ｃ）。２３ｃｏｎｔおよび４ｃｏ
ｎｔは、それぞれ低温処理「なし」と「あり」の場合の結果である（対照実験）。数値は
平均値±標準誤差で表されている。
図２は、ｆｃａの花茎の伸長速度に対するＢＳＯの調節効果を示すグラフである。発芽後
１２日目からＢＳＯ処理を行い、花茎伸長に対する効果を調べた。処理に用いたＢＳＯ濃
度は以下の通りである。Ａ，０Ｍ；Ｂ，１０－７Ｍ；Ｃ，１０－６Ｍ；Ｄ，１０－５Ｍ；
Ｅ，１０－４Ｍ；Ｆ，１０－３Ｍ。数値は平均値±標準誤差で表されている。
図３は、ＢＳＯの花成（花芽形成）時期調節効果に対するグルタチオン（ＧＳＨ）の影響
を示すグラフである。
発芽後１２日目からＢＳＯ処理を行った。グルタチオンはＢＳＯ処理と同時に与えた。図
中、２３ｃｏｎｔおよび４ｃｏｎｔは、図１と同意義である。また、ＡはＬａｒ，Ｂはｆ
ｃａを用いた結果である。
図４は、晩生化変異体ｆｃａの開花時期に対する過酸化水素の調節効果を示すグラフであ
る。過酸化水素による処理は種子の吸水後１７日目から行った。２３℃は、水処理である
（対照実験）。数値は平均値±標準誤差で表されている。
図５は、ｆｃａの花茎の伸長速度に対する過酸化水素の調節効果を示すグラフである。発
芽後１２日目から過酸化水素処理を行い、花茎伸長への効果を調べた。処理に用いた過酸
化水素の濃度は図上に記載されている。数値は平均値±標準誤差で表されている。
図６は、晩生化変異体ｆｃａの開花時期に対するシアン酸カリウム（ＫＣＮ）の調節効果
を表すグラフである。ＫＣＮによる処理は種子吸水後１７日目から行った。２３℃は、水
処理である（対照実験）。数値は平均値±標準誤差で表されている。
図７は、晩生化変異体ｆｃａの開花時期に対するＮａＮ３の調節効果を示すグラフである
。種子吸水後１７日目からアジ化ナトリウムによる処理を行った。２３ｃｏｎｔは、水処
理である（対照実験）。数値は平均値±標準誤差で表されている。
図８は、過酸化水素によるコムギの形態変化に対する調節効果（形態調節１）を示すグラ
フである。吸水から１４４時間（６日）の結果を示している。各過酸化水素濃度で処理し
たコムギの子葉鞘の長さを表した。数値は平均値±標準誤差で表されている。
図９は、ヒャクニチソウの形態変化に対する過酸化水素の調節効果（形態調節２）を示す
写真である。処理に用いた過酸化水素濃度の数値（単位：ｍＭ）は、各図の右下に記載さ
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れている。図は吸水４８時間後の植物体の様子を示している。過酸化水素の処理濃度が高
くなると、植物は、根ではなく、子葉の展開から発芽するようになる。６０ｍＭの処理の
場合の発芽を示す図から、子葉の展開が早く起こり、根よりも先に果皮から子葉が出てい
る様子が認められる。
図１０は、ヒャクニチソウ（品種：カナリーバード）の播種後１４日の長さ３．５～４．
５ｃｍになった第１葉より単離した葉肉細胞をスーパーオキシドジスムターゼ（ＳＯＤ）
またはカタラーゼの存在下、試験管内で培養し、管状要素形成の調節効果を調べた結果を
示すグラフである。培養開始時に加えたＳＯＤおよびカタラーゼの濃度をカラムの下に、
活性およびタンパク質量で示した。図中、ＴＥは管状要素を表す。数値は平均値±標準誤
差で表されている。

【図１】 【図２】
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【図５】 【図６】
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【図９】 【図１０】
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